ＮＰＯ法人公共政策研究所


	2018北海道内自治体議会を活性化するための環境整備に関する調査

アンケート調査票


＜記入にあたって＞

１．この調査票は、期間の指定がない場合は、平成30年4月1日現在の状況をご記入ください。　

２．回答に当たり、ご不明な点やご質問がある場合は、担当責任者宛てにご連絡をお願いします。

３．アンケート調査票は、設問ごとに１～５の項番のうち最も近いと思われるものを選択のうえ、１つに○（マル入力）をご記入ください。また、□を選択する場合は、■(「しかく」)を入力し、該当する項目を塗りつぶしてください。
さらに補足説明を要する場合は【補足説明欄】に、ご記入願います。

　＜記入例＞
	選択
	項番
	内　　容

	○
	５
	○○○

	
	４
	△△△


４．設問は全部で２５問あります。（補足設問、自由記述もあります）

　　
５．補足説明欄に書ききれない場合は、関連資料を添付願います。
６．このアンケート調査票の返送締め切りは、５月１８日（金）とさせていただきます。
アンケート調査票をＥメール添付にて返送をお願いいたします。
返送先Ｅメールアドレスは　mizusawa@koukyou-seisaku.com です。
７．本調査結果については団体名を含めて報告書を作成し、後日、当研究所ホームページに掲載し、本調査にご協力賜りました皆様に、そこから出力できるようにご案内させていただきます。
なお、この調査は果敢にチャレンジしている自治体議会にスポットライトがあたることを目的にしております。自治体議会のさらなる活性化に向けて、調査結果を有効に活用していただくことを願っておりますので、本趣旨をご理解のうえ、調査へのご協力、よろしくお願い申し上げます。なお、前回の調査までは、議会毎の個票を作成しておりましたが、今回の調査から個票の作成を行いませんことをご了承願います。
　　
（注）2014年度・2016年度調査結果も以下のホームページから参照できます。
　　公共政策研究所ホームページアドレス：http://koukyou-seisaku.com/
	· 問い合わせ先　：ＮＰＯ法人公共政策研究所担当責任者名：水澤雅貴

· 連絡先電話：09028723257　担当者メールアドレス：mizusawa@koukyou-seisaku.com


2018自治体議会を活性化するための環境整備に関する調査（　　　）
	自治体議会名
	議会


	ご記入日
	Ｈ３０年　　月　　日

	ご回答対象部局
	

	ご回答記入者
職位・氏名
	

	ご連絡先


	電話番号
	

	
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	


議会等基礎情報

	定数（現在）
	人
	その内女性議員の人数
	人

	定数見直し有無
	有・無
	見直し前定数
	人

	会派の有無選択
	有・無
	会派の数
	会派

	平均年齢
	歳
	議員の議員報酬月額①
	円

	議員期末手当②
	円
	議員報酬年額（①*12＋②）
	円

	政務活動費（有無選択）
	有・　無
	有の場合政務活動費の額
	万円/人・月

	次回選挙予定年月
	Ｈ　　年　　月
	過去４年間の選挙の有無
	有・無（無投票）

	議会基本条例
	施行済み　・　検討中　　・　未施行

	自治基本条例
	施行済み　・　検討中　　・　未施行


１．住民参加による地域課題の発見と共有
問１　請願・陳情提出者による提案説明
　　請願又は陳情の審査を行う際に、紹介議員ではなく、提出者が希望した場合、本会議又は委員会で直接説明することを認めていますか。（H29.4～30.3の期間）
	選択
	項番
	内　　容

	
	５
	条例規則の規定に基づき、請願又は陳情提出者による委員会等での直接説明の実績がある

	
	４
	

	
	３
	議長や委員長の裁量又は申し合わせ(要綱含む。)により、請願又は陳情提出者による委員会等での直接説明の実績がある

	
	２
	検討中

	
	１
	認めていない（条例規則等の規定はあるが、実績はない）

	【補足説明欄】

	


補足設問（上記項番３・５を選択した議会）
●請願・陳情者の説明事案の実績（実施事例内容）を補足説明欄にご記入下さい。
（注）上記項番３・５を選択した議会は実績を補足説明欄にご記入がない場合は選択欄が変更になります。
補足設問
１．請願（提出された請願は、所管常任委員会に審査を付託し、その審査の結果を本会議に報
告し、議会としての採択、不採択の決定をします）と陳情（基本的には陳情は審議せず、
議員への配布にとどめる）の扱いを異にしておりますか。
□①はい（陳情は一律に議員への配布のみとし、請願と異なる扱いにしている）
□②いいえ（陳情は議会運営委員会での協議によって、請願に準じた取り扱いをするか、議
員に参考配付とするか決定しているので、陳情も請願と同じ扱いにしているものもある）
２．H29.4～30.3の期間、採択され、首長その他の執行機関に送付された請願・陳情のその後の
扱いについて、議会から処理の経過及び結果の報告を請求することができますが、行っておりますか。
□①はい（行っている）
□②いいえ（行っていない）
問２　住民等との意見交換
議員個人・会派主催ではなく、議会や委員会等主催の住民・住民団体・ＮＰＯとの直接意見交換を実施し、政策課題の発掘を行っていますか。（H29.4～30.3の期間）
	選択
	項番
	内　　容

	
	５
	条例規則の規定に基づき、直接住民等との意見交換を年１回以上実施し、さらに、政策課題を政策提言にまとめ、首長に提出している

	
	４
	条例規則の規定に基づき、直接住民等との意見交換を年１回実施している

	
	３
	申し合わせ(要綱含む。)により、直接意見交換を実施している

	
	２
	検討中

	
	１
	実施していない（条例規則等の規定はあるが、実施していない）

	【補足説明欄】

	


（注1）上記項番3～5を選択した議会は、住民等との意見交換の実績が下の補足設問に
ご記入がない場合は選択欄が変更になります。5を選択した議会は政策提言内容等を補足説明欄にご記入願います。
（注2）議会の議決・審議結果の報告が主たる目的である議会報告会等は、この設問では対象外とします。（→問16）なお、意見交換と議会報告会を同時に行っている場合は比率の高い方で評価願います。
（注3）上記項番１～２を選択した議会は、住民と直接意見交換する場（地域課題を議会と住民等が意見交換する場）を設ける上で課題となっていることがあれば、補足説明欄にご記入ください。
補足設問　
１．上記項番３～５を選択した議会は、H29.4～30.3の期間に住民等との意見交換の実施回数と対象団体・テーマをご記入下さい。
	
	実施回数
	　　　　　　　回

	1
	対象団体
	
	テーマ
	

	2
	対象団体
	
	テーマ
	

	3
	対象団体
	
	テーマ
	


２．H29.4～30.3の期間、議会主催による地域課題発掘のための住民へのアンケート調査を行いましたか。

□①行っている　（案件：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　　　　　　　（活用内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□②行っていない
問３　傍聴者の発言

　　本会議又は委員会で、問1の請願・陳情者の直接説明以外に、傍聴者（住民）が発言することを認めていますか。（H29.4～30.3の期間）
	選択
	項番
	内　　容

	
	５
	条例規則の規定に基づき認めており、実際に傍聴者の発言の実績がある

	
	４
	

	
	３
	議長や委員長の裁量又は申し合わせ(要綱含む。)により、認めており、傍聴者の発言の実績がある

	
	２
	検討中

	
	１
	認めていない（条例規則等の規定はあるが、実施していない）

	　【補足説明欄】

	


（注）上記項番3・5を選択した議会は、傍聴者の発言内容を補足説明欄にご記入願います。
なお、ご記入がない場合は選択欄が変更になります。
補足設問（上記項番３・５を選択した議会）
①傍聴者数の公表（広報誌等）□有　・□無　②手話通訳（事前予約含む）□有　・□無
②議会委員会傍聴規程の有無　□有　・□無　
２．議会内の討議と合意形成
問４　首長提案の議案等に対する議員間の討議(自由討議)により議会としての意思決定
　　全員協議会等において、首長提案の議案及び議員提案の議案並びに請願又は陳情等で提起された住民課題を採決の前にいったん止め、議員間討議（自由討議）により、議会意思を決める合意形成を図っていますか。
	選択
	項番
	内　　容

	
	５
	条例規則の規定に基づき全員協議会等で、議員間（自由）討議を行い、議会としての意思を決めている

	
	４
	

	
	３
	議長や委員長の裁量又は申し合わせ(要綱含む。)により、全員協議会等で、議員間（自由）討議を行い、議会としての意思を決めている

	
	２
	検討中

	
	１
	行っていない（条例規則等の規定はあるが、実施していない）

	　【補足説明欄】

	


（注1）上記項番3・5を選択した議会は、全員協議会等で議会としての意思決定をした事例
を補足説明欄にご記入願います。なお、ご記入がない場合は選択欄が変更になります。
（注2）上記項番１～２を選択した議会は、採決の前に議員間の討議(自由討議)を行う上で課題
となっていることがあれば、補足説明欄にご記入ください。
補足設問
（なかった場合には「０」件とご記入願います）
１．H29.4～30.3の期間、首長提案の議案（直接請求は除く）の内、①議会によって否決された議案と、②首長等が一度提出した後、議会・議員の意見等により、提出者が自ら取り下げ、再提出（誤字等以外の修正）後、可決された議案は、何件ありましたか。
①否決された件数　（　　）件　②再提出後可決された件数　（　　）件
２．H29.4～30.3の期間、首長提案の議案（直接請求は除く）に対する議員による修正案の提出（うち、可決した修正案）は、何件ありましたか。
①提出された修正案の件数　（　　）件　②可決された修正案の件数　（　　）件
３．H29.4～30.3の期間、議会として政策提言を行いましたか。行った政策提言の内容等について下欄にご記入願います。
	時　期
	政策提言の内容

	
	

	
	


（参考）議員間討議の仕組み例（沖縄県宜野湾市議会の例）
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問５　調査機関又は附属機関の設置
　議会として、住民の政策課題を議会として調査・把握するための調査機関又は附属機関を設置していますか。
	選択
	項番
	内　　容

	
	５
	条例規則の規定に基づき、議員のほか公募市民を含めた調査機関又は附属機関を設置している

	
	４
	条例規則の規定に基づき、議員のみによる調査機関又は附属機関を設置している

	
	３
	議長の裁量や要綱等により、調査機関又は附属機関を設置している

	
	２
	検討中

	
	１
	設置していない（条例規則等の規定はあるが、実施していない）


（注）上記項番３～５を選択した議会は、調査機関又は附属機関名等の具体的な検討内容を
補足説明欄にご記入ください。なお、ご記入がない場合は選択欄が変更になります。
補足設問
１．上記項番３～５を選択した議会は、H29.4～30.3の期間の調査機関又は附属機関の議員の人数、公募市民の人数をご記入ください。
　　　①議員人数（　人）　　②公募市民人数（　人）
２．H29.4～30.3の期間、地方自治法100条の2に基づく専門的知見の活用(調査機関又は附属機関の設置を除く)を具体的に行いましたか。

□①行っている　（　　　　件：(事例)　　　　　　            　　　　　　　　　　　）

□②行っていない

３．H29.4～30.3の期間、公聴会の開催や、参考人招致を行いましたか。

□①行っている　（　　　　件(公聴会)：(事例)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（　　　　件(参考人)：(事例)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□②行っていない

４．H29.4～30.3の期間、議員又は委員会が提出した政策的な条例案（政策立案）（議会や議員に係わるもの、例えば、議会基本条例、議員定数、報酬、政務調査費、会議規則、委員会条例などを除く)の件数（内、可決された条例の件数）と具体的な条例案名等をご記入願います。（なかった場合には「０」件とご記入ください）なお、既存の政策的な条例の改正案及び廃止案を含む。
①提出された条例案　（　　）件　　②可決された条例案　（　　）件

③具体的な条例案名と議決態様（可決、否決、継続等）をご記入ください。

	条例案名
	
	議決態様
	

	条例案名
	
	議決態様
	


問６　議会事務局体制の充実
法務担当職員、調査担当職員を議会事務局に配置していますか。

	選択
	項番
	内　　容

	
	５
	法務担当職員(専任)及び調査担当職員(専任)をそれぞれ議会事務局に配置している

	
	４
	法務担当職員(首長部局兼任)及び調査担当職員(専任)をそれぞれ議会事務局に配置している

	
	３
	調査担当職員(専任)を議会事務局に配置している(当該調査担当職員(専任)が法務担当を兼務する場合を含む)

	
	２
	法務担当職員(専任又は兼任)、調査担当職員(専任)の議会事務局への配置を検討中

	
	１
	法務担当職員(専任又は兼任)、調査担当職員(専任)を議会事務局に配置しておらず、今後の配置についても検討していない

	　【補足説明欄】

	


補足設問
議会事務局体制を補う施策として取組んでいることがあれば、補足説明欄にご記入願います。議会事務局の人数等（H30.4.1現在でご記入ください）
	職員数
	　人
	（内訳）専任　　　人　　兼任　　　人　　臨時　　　人

	兼務内容
	

	図書室（図書コーナー）の設置の有無
	
	図書室有
	
	図書コーナー有
	
	なし

	議会事務局の課題をご記入願います
	


３．行政と議会の課題共有と討議
問７　通年議会の実施
　通年議会を実施していますか。　
	選択
	項番
	内　　容

	
	５
	議会会議条例等の条例規定により、通年議会として実施している

	
	４
	

	
	３
	議会の議決により、通年議会を実施している

	
	２
	実施について検討中

	
	１
	実施していない

	　　【補足説明欄】

	


補足設問
上記項番５を選択した議会は、通年議会の根拠を選択下さい。
　□①地方自治法第１０２条第２項（定例会の招集回数を年１回とし、かつ、その会期を運用で通年とする）
　□②地方自治法第１０２条の２第１項（会期を通年とする）

問８　一問一答方式の導入状況
　本会議の一般質問、代表質問で、一問一答方式を導入していますか。（H29.4～30.3の期間）
	選択
	項番
	内　　容

	
	５
	条例規則の規定に基づき、代表質問（一般質問）で一問一答方式を実施している

	
	４
	

	
	３
	議長の裁量又は申し合わせ(要綱含む。)により、代表質問（一般質問）で
一問一答方式を実施している

	
	２
	導入を検討中

	
	１
	導入していない（実施していない）

	　　【補足説明欄】

	


（注）一問一答方式の例として、議員①②③の質問、執行機関①②③の答弁、議員①の再質問
　　　執行機関①の再答弁、繰り返し②、③へ
補足設問

①一問一答方式ではないが、一括質問・一括答弁以外の質問・答弁方法を導入している
場合は、その内容について補足説明欄にご記入ください。
　②質問の制限　
□①回数制限あり　□②回数制限なし　□③時間制限あり　□時間制限なし
問９　執行部の反問
　議員の質問、質疑に対する首長等の反問が行われていますか。（H29.4～30.3の期間）
	選択
	項番
	内　　容

	
	５
	条例規則の規定に基づき、反問が行われた

	
	４
	

	
	３
	申し合わせ(要綱含む。)により、反問が行われた

	
	２
	検討中

	
	１
	認めていない（条例規則等の規定があるが、反問は行われていない）

	　　【補足説明欄】

	


補足設問（上記項番３・５を選択した議会）
反問を行使された具体的１事例を補足説明欄にご記入ください。なお、ご記入がない場合は選択欄が変更になります。
問１０　政策討議会の開催
　重要な政策課題に対し、議会として政策討議を行い、課題（認識）の共有、政策形成を目的とした政策討議会を開催し、首長への政策提言、又は政策立案を行っていますか。
	選択
	項番
	内　　容

	
	５
	条例規則等の規定に基づき、政策討議会を開催し、政策提言、又は政策立案を行っている

	
	４
	

	
	３
	申し合わせ(要綱含む。)により、政策討議会を開催し、政策提言、又は政策立案を行っている

	
	２
	設置を検討中

	
	１
	設置していない（条例規則等の規定があるが、開催は行われていない）

	　【補足説明欄】

	


（注１）上記項番３・５を選択した議会は、H29.4～30.3の期間における政策討議会の具体的な内容(テーマ・開催実績等)と政策提言等を補足説明欄にご記入ください。なお、ご記入がない場合は選択欄が変更になります。
補足設問
１．H29.4～30.3の期間、上記項番３・５を選択した議会は、政策討議会を実施したのはどこで実施したのかをお答えください。

□①本会議　□②常任委員会　□③特別委員会　□④全員協議会　□⑤その他（　　　）
２．上記項番３・５を選択した議会は、政策会議は公開か非公開かをお答えください。
□①公開　　　□②非公開
３．H29.4～30.3の期間、議会主催による議員研修の実施状況についてお答えください。
□①行っている　　研修内容（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□②行っていない
（参考）政策討議会の仕組み例（沖縄県宜野湾市議会の例）
[image: image2.emf]議

員

議

員

会派代表

広報広聴

委員会

市民等との

意見交換会

議長

討議テーマ提出

理由・資料添え

て

同 上

同 上

各派代表者

会議

（議長）

全体会

（議長）

分科会

（常任委員会）

討議テーマ

を諮る

政策討議会の

対象とすべき

か否かを決定

政策討議会

討議の別を定める

委員長が報告

行 政

提案者

政策立案

政策提言

提案者

提案理由

等説明

宜野湾市議会政策討議会の仕組み

宜野湾市議会政策討議会規程（平成28年6月29日議会訓令第5号）

平成28年7月1日施行

（注1）宜野湾市議会基本条例第18条政策討議の仕組み

（注2）会津若松市議会の政策討議会と同一の仕組み

２議員以上


宜野湾市議会基本条例
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第18条 議会は、市政に関する重要な政策及び課題に対して、認識の共有及び合意形成を図り、もって政策

立案、政策提案及び政策提言を推進するため、政策討議の場を設けるものとする。

≪用語解説≫ ※19 政策討議会

市政に関する重要な政策や課題に対して、議員間での認識の共有や合意形成を図り、もって政策提案や政

策提言を行っていくために、議員相互間で討議を行うための会議のことを言います。


問１１　議会が評価主体となる議会評価（事務事業評価等）の実施　
　議会が評価主体となり、事務事業評価等の行政の評価を行っていますか。さらに、政策評価を基に政策提言（政策形成サイクル）を行っていますか。
	選択
	項番
	内　　容

	
	５
	条例規則の規定に基づき、議会が決算審査時に政策評価（事務事業評価等）を行い、評価結果を次年度の予算に反映させる政策提言を行っている

	
	４
	条例規則の規定に基づき、議会が決算審査時に政策評価（事務事業評価等）を行い、結果を公表している

	
	３
	申し合わせ(要綱含む。)により、議会が決算審査時に政策評価（事務事業評価等）を行い、結果を公表している

	
	２
	検討中

	
	１
	議会が評価主体となる評価は行っていない

	　【補足説明欄】

	


（注）上記項番３～５を選択した議会は、H29.4～30.3の期間、政策評価の取組事例や政策提言の内容等を補足説明欄にご記入ください。なお、ご記入がない場合は選択欄が変更になります。
４．住民説明
問１２　傍聴者への資料提供

　傍聴者に対し、傍聴時に議案本文（議案書）や、議案審議に用いる資料として議員に配付されている会議資料（議案説明資料、委員会資料等）の提供(貸与を含む。)を行っていますか(H29.4～30.3の期間の実績をお答えください)。
	選択
	項番
	内　　容

	
	５
	傍聴者へは、本会議及び委員会において、議員に配布されているものと同じ資料のすべてを提供している

	
	４
	傍聴者へは、本会議において、議員に配布されているものと同じ資料のすべてを提供している

	
	３
	傍聴者へは、議員に配布されている資料の一部を提供している

	
	２
	傍聴者用に用意した資料（日程表、議案一覧、議員質問項目等）を提供している

	
	１
	傍聴者への資料提供は行っていない

	　【補足説明欄】

	


補足設問（上記項番２～５を選択した議会）
H29.4～30.3の期間、会議資料をホームページで提供しているか、お答えください。

□①行っている　　　□②行っていない
問１３　会議のインターネット（ＣＡＴＶを含む）によるライブ中継
　会議のライブ中継を行っていますか(H29.4～30.3の期間の実績をお答えください)。
	選択
	項番
	内　　容

	
	５
	本会議及びすべての委員会(常任・特別・議会運営委員会)のライブ中継及びオンディマンド配信を行っている

	
	４
	本会議及びすべての委員会(常任・特別・議会運営委員会)のライブ中継を行っている

	
	３
	本会議のみライブ中継を行っている

	
	２
	検討中

	
	１
	行っていない

	　【補足説明欄】

	


（注）オンデマンド配信とは、ライブ中継ではなく、見たい時に随時動画記録を見ることができる方式のこと
問１４　本会議・委員会の議会日程等の広報
　本会議・委員会の議会日程等の事前予告等を自治体のホームページで広報していますか(H29.4～30.3の期間の実績をお答えください)。
	選択
	項番
	内　　容

	
	５
	ホームページで、本会議・委員会の議会日程・内容・質問議員・質問項目（予定）の事前予告のほか、本会議・委員会開催前に、議案本文（議案書）も閲覧できる

	
	４
	ホームページで、本会議・委員会の議会日程・内容・質問議員・質問項目（予定）の事前予告のほか、本会議・委員会開催後、議案本文（議案書）も閲覧できる

	
	３
	ホームページで、本会議・委員会の議会日程・内容・質問議員・質問項目（予定）の事前予告が閲覧できる

	
	２
	ホームページで、本会議・委員会の議会日程・内容（予定）の事前予告が閲覧できる

	
	１
	ホームページで、本会議・委員会の議会日程・内容（予定）の事前予告等を一切広報していない

	　【補足説明欄】

	


問１５　議案に対する賛否の公開

起立等による表決を行った議案に対する賛否（各議員又は会派の対応、採決態度）を議会広報又は自治体のホームページで公開していますか。
	選択
	項番
	内　　容

	
	５
	条例規則の規定に基づき、すべての議案について、各議員個別の賛否を公開している

	
	４
	条例規則の規定に基づき、すべての議案について、会派単位の賛否を公開している

	
	３
	申し合わせ(要綱含む。)により、会派単位又は各議員個別の賛否を公開している

	
	２
	検討中

	
	１
	議案に対する賛否は公開していない

	　【補足説明欄】

	


（注1）表決結果（可決・否決）や内容（全会一致・賛成多数等）ではなく、議案に対して各議員、各会派が賛成したのか、反対したのかの公開状況について、お答えください。また、会派が統一行動をとらなかった場合や当日欠席等の場合に、その議員名が公開されている場合は、「各議員個別の賛否を公開している」に該当します。
（注2）上記項番３～５を選択した議会は、補足設問にご記入ください。なお、ご記入がない場合は選択欄が変更になります。
補足設問（上記項番３～５を選択した議会のみ回答）

１．H29.4～30.3の期間の議案に対する賛否の公開についてお答えください。

（　□①会派単位　・　□②議員個別　）
２．賛否の公開媒体
（　□①議会広報　・　□②ホームページ　）
問１６　議会の審議結果状況の報告の場（議会報告会等）
議員個人・会派主催ではなく、議会や委員会等主催の議会の審議結果状況の住民への報告の場（議会報告会等）を議会として行なっていますか。
	選択
	項番
	内　　容

	
	５
	条例規則の規定に基づき、議会報告会等を年複数回行っている

	
	４
	条例規則の規定に基づき、議会報告会等を年１回行っている

	
	３
	申し合わせ(要綱含む。)により、議会報告会等を行っている

	
	２
	検討中

	
	１
	設けていない（条例規則等の規定はあるが、実施していない）

	　　【補足説明欄】

	


（注1）上記項番３～５を選択した議会は、補足設問にご記入ください。なお、ご記入がない
場合は選択欄が変更になります。
（注2）上記項番１～２を選択した議会は、議会報告会等を設ける上で課題となっていること
があれば、補足説明欄にご記入ください。
補足設問（上記項番３～５を選択した議会のみ回答）
１．議会報告会開催要綱等の規程の有無
　□①有　・　□②無

２．H29.4～30.3の期間の議会報告会のパターンについてお答えください。
　□①随時意見聴取型（随時テーマを設定し意見聴取を行う）
　□②定期意見聴取型（広く市政・議会運営に関する意見交換を行う）
　□③定期地域個別型（開催地域に関連するテーマを設定し、意見交換を行う）
３．今、議会報告会が曲がり角に来ていると言われていますが、貴議会が直面する議会報告会の課題（H29.4～30.3）を以下の設問から選択し、お答えください。なお、課題に対する対策を参考文献から（　）内に入れましたので、参考としてください。
　□①報告ばかりで、意見交換の時間が少ない（第1部は報告会、第２部は特定テーマにして「議員と語る会」といった対策がある）
□②淡々と進んでまるで議会みたいで面白くない（ハプニングがあっても議員《議長》が仕切れる調整力、人間力を付ける）
□③なぜ、議員自身の意見を聴けないのか（議員が議会の一員として発言することが原則であるが、議員が個人的見解と前置きし、議員の意見を直接伝える場があっても良い）
□④意見交換した件はその後どうなったのか説明がない（議会報告会を起点とした政策形成サイクルを回す対策がある）
　（注）参考文献　「地方議会のズレの構造」吉田利宏　三省堂　2016.7
４．議会側と市民側の議会報告会における現在の課題について分けてお答え下さい
	議会側の課題
	市（町）民側の課題

	例）年１回開催のため、議会側からの報告事項が長くなり、住民との意見交換の時間が少ない。
	例）町民は首長が行う行政懇談会と議会が行う議会報告会の違いがわからない。

	
	

	
	

	
	


５．H29.4～30.3の議会報告会で議論された政策課題を委員会等で議論を行っていますか。
　　□①議論を行っている　
（事例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　□②議論を行っていない
問１７　議会モニター制度（議会活動に対する住民による評価）
　　議会の活動状況等について住民から要望、提言等を聴取し、議会運営等に反映させることで、住民に開かれた議会、身近な議会とするための制度を議会として設けていますか。
	選択
	項番
	内　　容

	
	５
	条例規則の規定に基づき、議会モニターを実施している

	
	４
	

	
	３
	議長や委員長の裁量又は申し合わせ(要綱含む。)により、議会モニターを実施している（試行実施も含む）

	
	２
	検討中

	
	１
	実施していない（条例規則等の規定はあるが、実施していない）

	　【補足説明欄】

	


（注）上記項番３・５を選択した議会は、議会モニターからの意見の内容及び改善した
事項を補足説明欄及び補足設問にご記入願います。なお、ご記入がない場合は
選択欄が変更になります。
補足設問（上記項番３・５を選択した議会）

１．モニター　任期：　　年、人数：　　人、公募：□有・□無　、報酬：□有・□無　、
２．議会モニターの主な役割（該当部分を選択願います）
　□①会議を傍聴し、議会運営に関する意見を文書により提出（アンケート方式含む）
　□②議会だより及びホームページに関する意見を文書により提出
　□③議会議員との意見交換（年何回：　　回）
　□④その他（　　　　　　　　　　　）
５．その他
問１８　議会基本条例の目的が達成されているか検討の実施状況（議会基本条例施行議会のみ対象）
H29.4～30.3の期間、議会基本条例の目的が達成されているか具体的な検討を行いましたか。

□①行っている　（□ａ条例改正実施　　□ｂ条例改正は行わなかった）

□②行っていない
問１９　政治倫理条例の制定
政治倫理条例を制定していますか。

□①制定している　　　□②制定していない

問２０　議決事件の追加
(1)地方自治法の改正により、基本構想の法的な策定義務が撤廃され、策定及び議会の議決を経るかどうかは各自治体の独自の判断に委ねられることとなりましたが、これを受け、地方自治法96条2項に基づいて、条例により総合計画を議決事件として追加をしていますか。

□①追加している　　　□②追加していない
(2) (1)で総合計画を議決事件として追加している場合、議決対象となる総合計画の範囲はどこまでですか。

    □①基本構想のみ

 □②基本構想・基本計画

　　□③基本構想・基本計画・実施計画

(3)総合計画以外で、地方自治法96条2項に基づいて、条例により任意的な議決事件を追加していますか。

　　□①追加している　　□②追加していない
(4)(3)で任意的な議決事件を追加している場合、H29.4～30.3の期間に新たに追加したものがあればご記入ください。
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
問２１　貴議会において、議会だよりの発行等状況について
議会だより（議会広報）の発行頻度
（　□①毎月　□②３カ月毎（基本＋随時）　□③その他の頻度（　　　　）
　　　　　　□④発行していない　）
議会だよりへの住民アンケートの実施状況（H29.4～30.3の間）
（　□①実施した　□②実施していない　）
議会だより発行の為の広聴広報委員会の設置の有無（H29.4～30.3の間）
（　□①あり　　□②なし　）
問２２　貴議会において、公共施設の広域利用等広域的課題を議論するための近隣自治体議会との意見交換の場が設けられていますか。（一部事務組合を除く）
　　　□①設けられている　

　　　（具体的事例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□②設けられていない
問２３　貴議会において、議長・副議長の選出は選挙により行っておりますか。
　　　□①選挙により行っている。（詳細は以下）
　　　　（根拠規定：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　　　（所信表明の方法：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　　　（その他：
　　　　（実施時期：　　年　　月　　日から実施）
　　　□②選挙は行っていない。
　　　　（選出方法：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
問２４　貴議会において、今後の課題、あるいは解決したい問題点と思われる事柄を挙げてください。
	【回答欄】

	


問２５　貴議会において、参考になる、あるいは参考にしている他自治体議会を挙げてください。
	【回答欄】

	


以上、ご協力ありがとうございました。
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